
2025/05/28 12:58:54 / 24181387_ユアサ・フナショク株式会社_招集通知

表紙

事 業 年 度
（ 第 54 期 ）

２０２４年４月  1日から
２０２５年３月31日まで

上記事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、書面交付請求をいただ
いた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、本株主総会におきまして
は、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いた
ものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第5４回定時株主総会招集ご通知に際しての
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

　　　　・事業報告

　　　　　「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」

　　　　　「会社の支配に関する基本方針」

　　　　・連結計算書類

　　　　　「連結株主資本等変動計算書」

　　　　　「連結注記表」

　　　　・計算書類

　　　　　「株主資本等変動計算書」

　　　　　「個別注記表」
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業務の適正を確保するための体制

１．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は次のとおりです。
①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（ｱ）取締役は法令遵守、企業倫理を念頭に置き、コンプライアンスマニュアル、行動規範に

基づいて、職務を執行する。
（ｲ）取締役は、取締役会の適切な意思決定に基づき、各々委嘱された業務を執行するととも

に、業務執行の状況を取締役会に報告する。
（ｳ）社外監査役による客観的な視点からのアドバイスを通じて、取締役会は適正な判断を行

う。
（ｴ）取締役は、他の取締役の法令または定款違反の行為を発見した場合は､直ちに取締役会及

び監査役会、コンプライアンス委員会に報告する等体制を強化する。
②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役会議事録、稟議書、協議書その他の業務の執行状況を示す主要な文書の取扱いに関
しては、文書管理規程に従い保存管理する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（ｱ）事業活動における様々なリスクを想定したリスク管理規程を整備し､取締役及び使用人に

各リスク認識を周知徹底し、リスク発生の未然防止に努める。
（ｲ）大規模な事故や災害等、不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部

を設置して迅速な対応をとり、損害の拡大化を抑え、正常な状態への回復に努める。
④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会を毎月１回開催し、担当取締役より業務執行に関する報告を受け、重要事項を審
議するとともに、役付取締役で構成される常務会、役付取締役、各本部長で構成される本
部長会議を原則毎月２回開催し、業務全般にわたる迅速な意思決定と情報の共有化を図る
体制をとる。

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（ｱ）コンプライアンスマニュアル、行動規範に基づいて職務を遂行する。
（ｲ）公益通報者保護法に基づいた内部通報制度を制定し、万一コンプライアンス違反があった

場合は誰でも報告できる体制を作る。
⑥　会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
独立した事業会社として自主性を尊重するものの企業集団としての業務の適正を確保する
ために、関係会社管理規程に基づき子会社を管理し、子会社は子会社協議・報告基準に基
づいて当社へ協議・報告する。
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業務の適正を確保するための体制

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、速やかに対応し、補助
担当者を充当する。

⑧　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
補助担当者は監査役の職務を補助する業務については、取締役の指揮命令系統から外れ、
独立性を保つ。

⑨　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
取締役は取締役会にて、常勤監査役に報告し、常勤監査役は監査役会でその他の監査役に
報告する。その他必要に応じ、随時、取締役は常勤監査役に報告し、常勤監査役はその他
の監査役に報告する。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役はいつでも必要に応じ、取締役及び使用人に対して報告を求め､調査を要請できるも
のとする。

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、体制の整備当初から、内部統制
システムの整備、運用につき継続的な確認をしております。
　当事業年度の開始時には、子会社を含む全部門の幹部社員で構成する合同幹部会を開催し、
経営方針、経営課題、経営目標等を説明し、全役職員の認識の統一を図っております。
　期中においては、コンプライアンス委員会を２回開催し、また、コンプライアンス点検シー
トによる法令順守の実施状況の確認を行っております。
　リスク発生の未然防止については、リスク管理委員会を２回開催しリスク発生可能性の検証
を行っております。また、当社グループの製品表示が適正に行われていることの確認のため、
品質表示管理委員会を毎月２回開催し確認を行っております。
　事業年度を通して、監査室による内部統制の整備・運用状況の評価を行い、是正が必要な重
大な事項がないことを確認しております。
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会社の支配に関する基本方針

２．会社の支配に関する基本方針
⑴　基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、株式市場における自由
な取引を通じて決せられるものであり、当社の支配権の移転を伴う大規模な買付けまたはこれ
に類似する行為があった場合においても、これに応じるか否かは最終的には株主の皆様の自由
な意思に基づいて判断されるべきものと考えております。ただし、当社は株主共同の利益確保
と企業価値の毀損防止の観点から、大規模買付行為を行う者については、当社の財務及び事業
の方針の決定を支配する者としての是非を適切に判断する必要があると考えております。

⑵　不適切な支配防止のための取組み
当社は、引き続き中長期的な企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上にグループをあ
げて取り組んでまいります。また、大規模買付行為を行おうとする者に対しては、大規模買付
行為の是非を株主の皆様が適切に判断するための必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて
当社取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間と情報の確保に努める等、金
融商品取引法、会社法その他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じてまいり
ます。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで ）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 5,599 5,588 22,027 △1,155 32,059

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △441 △441

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,050 2,050

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － － 1,609 △0 1,608

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 5,599 5,588 23,636 △1,156 33,668

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 5,513 165 5,679 419 38,158

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △441

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,050

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額) △455 △6 △462 5 △456

当連結会計年度変動額合計 △455 △6 △462 5 1,151

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 5,058 158 5,216 424 39,310

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ８社
・連結子会社の名称 ワイ・エフ物流株式会社

ワイ・エフ石油株式会社
ユアサフナショク・リカー株式会社
株式会社ニュー・ノザワ・フーズ
太陽商事株式会社
東京太陽株式会社
ホテルサンライト株式会社
ワイケイフーズ株式会社

②　非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称 ワイ・エフ・エージェンシー株式会社
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社３社は、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等

はいずれも小規模であり、かつ全体として連結計算書類に重要な影響
を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法を適用した関連会社数 １社
・会社等の名称 日本畜産振興株式会社

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・主要な会社等の名称 ワイ・エフ・エージェンシー株式会社
・持分法を適用しない理由 非連結子会社３社については、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等

からみて、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし
ても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　　連結子会社のうち、太陽商事株式会社の決算日は２月28日であります。
　　連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を行っております。
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連結注記表

・市場価格のない株式等
　以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

ハ．リース資産

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ．棚卸資産

・商品及び製品 月別移動平均法による原価法
・原材料、仕掛品 月別移動平均法による原価法
・貯蔵品 最終仕入原価法
貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、精米工場の建物・構築物・機械装置及び運搬具、ホテル部門
の建物・構築物、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法によっております。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可
能期間（５年）に基づいております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については財務内容評価
法またはキャッシュ・フロー見積法によって、回収不能見込額を計上
しております。

ロ．賞与引当金 従業員に支給する賞与の支払に充てるため、支払見込相当額を計上し
ております。

ハ．役員退職慰労引当金 一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に
よる期末要支給額に基づき役員退職慰労引当金を計上しております。
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④　退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、
退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ
り費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部における
その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。なお、退職給付債務の算定に
あたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によ
っております。

⑤　収益及び費用の計上基準
　商事部門においては、小売業等に対して、加工食品、低温食品、酒類、業務用商品、飼料・畜産、米穀
等を販売しております。これらの収益は、商品を顧客に引渡した時点で履行義務が充足されると判断し、
当該時点で収益を認識しております。
　ホテル部門においては、客室等を提供しております。これらの収益は、顧客にサービスを提供した時点
で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんは15年間で均等償却しております。

２．会計方針の変更に関する注記
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
　　「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　　　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準
　　第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計
　　基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2) ただ
　　し書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響
　　はありません。
　　　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算
　　書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首か
　　ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結
　　計算書類となっております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響はあ
　　りません。
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有形固定資産 16,568百万円
無形固定資産 332百万円

⑴　流動負債のその他に含まれる契約負債の額 11百万円

定期預金 40百万円
建物及び構築物 28百万円
土地 856百万円
投資有価証券 3,044百万円

計 3,969百万円

支払手形及び買掛金 3,597百万円
短期借入金 93百万円
その他固定負債 10百万円

計 3,701百万円

⑶　有形固定資産の減価償却累計額 11,689百万円

３．表示方法の変更
前連結会計年度において、「固定負債」の「その他」に含めていた「繰延税金負債」は、実態をより適切
に表示するために、当連結会計年度より独立掲記することとしております。

４．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損損失

⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは事業用資産については各事業拠点単位で、賃貸用資産及び遊休資産については、各物件
単位で資産をグルーピングしています。
　各資産又は資産グループにおいて減損の兆候があると認められる場合には、資産又は資産グループから
得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって減損損失の認識の要否
を判定します。判定の結果、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が
帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）
まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失として計上します。
　当該資産グループから得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、過年度の実績等に基づき経営者が
作成した事業計画を基礎としており、回収可能価額とする正味売却価額については、不動産鑑定評価額等
に基づいて算定しております。
　なお、当該見積りは不確実性を伴うため、今後の経過によっては、翌連結会計年度の連結計算書類に重
要な影響を及ぼす可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記

⑵　担保に供している資産及び担保に係る債務
①　担保に供している資産

②　担保に係る債務
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連結注記表

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 4,897千株 －千株 －千株 4,897千株

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会 普通株式 441 100.00 2024年３月31日 2024年６月28日

（決議予定） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 529 利益剰余金 120.00 2025年３月31日 2025年６月30日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

⑴投資有価証券 11,198 11,198 －

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

　その他有価証券

　　上場株式 11,169 － － 11,169

　　その他（投資信託） － 28 － 28

資産計 11,169 28 － 11,198

７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定し、また銀行等金融機関からの借入によ
り資金調達を行っております。
　受取手形及び売掛金並びに未収入金に係る顧客の信用リスクは、販売管理規程に沿ってリスク低減を図
っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については毎月末に時価の把握を行
っております。
　支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
(単位：百万円)

(※1)「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「未収入金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」につい
ては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記
載を省略しております。

(※2)非上場株式728百万円は、市場価格のない株式であるため、⑴投資有価証券には含めておりません。
⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
(単位：百万円)
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連結貸借対照表計上額 時価

2,608 5,093

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
該当事項はありません。

(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。一方で、投資信託は基準価格によっており、その時価をレベル
２の時価に分類しております。

８．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

 当社及び一部の子会社では、千葉県その他の地域において、商業施設などの賃貸等不動産を有しており
ます。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：百万円)

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

(注2) 当連結会計年度末の時価は、適切に市場価格を反映していると考えられる指標等を用いて自社で算定し
た金額であります。
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報告セグメント
合計

商事部門 ホテル部門 不動産部門

食品（酒類・低温・砂糖含む） 74,237 － － 74,237

業務用商品 20,564 － － 20,564

米穀 9,796 － － 9,796

飼料・畜産 14,775 － － 14,775

その他 － 3,446 － 3,446

顧客との契約から生じる収益 119,373 3,446 － 122,820

その他の収益 － － 271 271

外部顧客への売上高 119,373 3,446 271 123,092

⑴　１株当たりの純資産額 8,812円21銭
⑵　１株当たりの当期純利益 464円68銭

９．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関す
る注記等⑷　会計方針に関する事項⑤　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。なお、取引の
対価は履行義務を充足してから商事部門は概ね３ヶ月以内、ホテル部門は概ね２ヶ月以内に受領しており、重
要な金融要素は含まれておりません。

１０．１株当たり情報に関する注記
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株主資本等変動計算書

（ 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで ）

（単位：百万円）
株主資本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固定資産

圧縮積立金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,599 5,576 0 5,576 866 156 12,148 8,152 21,323
当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 △1 1 －
剰 余 金 の 配 当 △441 △441
当 期 純 利 益 1,725 1,725
自 己 株 式 の 取 得
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △1 － 1,285 1,284
当 期 末 残 高 5,599 5,576 0 5,576 866 155 12,148 9,438 22,608

株主資本 評価・換算差額等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △1,155 31,344 5,505 5,505 36,849
当 期 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 － －
剰 余 金 の 配 当 △441 △441
当 期 純 利 益 1,725 1,725
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △453 △453 △453

当 期 変 動 額 合 計 △0 1,284 △453 △453 830
当 期 末 残 高 △1,156 32,628 5,051 5,051 37,679

株主資本等変動計算書
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個別注記表

・市場価格のない株式等
　以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、精米工場の建物・構築物・機械及び装置、ホテル部門の建
物・構築物、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は
除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については定額法によっております。

③　リース資産
・所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引に係
るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法
イ．子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品及び製品 月別移動平均法による原価法
・原材料、仕掛品 月別移動平均法による原価法
・貯蔵品 最終仕入原価法
貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可
能期間（５年）に基づいております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については財務内容評価
法またはキャッシュ・フロー見積法によって、回収不能見込額を計上
しております。

②　投資損失引当金 子会社等への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘
案して実質価額の低下額を計上しております。

③　賞与引当金 従業員に支給する賞与の支払に充てるため、支払見込相当額を計上し
ております。
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個別注記表

有形固定資産 14,615百万円
無形固定資産 325百万円

④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
　商事部門においては、小売業等に対して、加工食品、低温食品、業務用商品、飼料・畜産、米穀等を販
売しております。これらの収益は、商品を顧客に引渡した時点で履行義務が充足されると判断し、当該時
点で収益を認識しております。
　ホテル部門においては、客室等を提供しております。これらの収益は、顧客にサービスを提供した時点
で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
　　「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　　　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過
　　的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損損失

⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表と同一であります。
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個別注記表

⑴　流動負債のその他に含まれる契約負債の額 11百万円

定期預金 10百万円
建物 ５百万円
土地 382百万円
投資有価証券 3,029百万円

計 3,427百万円

支払手形
買掛金

124百万円
2,891百万円

長期預り保証金 10百万円
計 3,026百万円

⑶　有形固定資産の減価償却累計額 9,037百万円

ユアサフナショク・リカー㈱ 150百万円
㈱ニュー・ノザワ・フーズ 650百万円
太陽商事㈱ 330百万円
計 1,130百万円

ユアサフナショク・リカー㈱ 624百万円

①　短期金銭債権 764百万円
②　長期金銭債権 174百万円
③　短期金銭債務 168百万円

４．貸借対照表に関する注記

⑵　担保に供している資産及び担保に係る債務
①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

また、上記のうち、建物５百万円、土地382百万円、投資有価証券619百万円をユアサフナショク・リカー
㈱の取引保証のため担保に供しております。

⑷　保証債務
①　銀行借入に対する保証

②　商品売買取引に対する保証

⑸　関係会社に対する金銭債権、債務
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①　売上高 4,175百万円
②　仕入高等 1,470百万円
③　営業取引以外の取引高 149百万円

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 484千株 0千株 －千株 485千株

貸倒引当金 43百万円
退職給付引当金 300百万円
減損損失 142百万円
未払事業税 25百万円
その他 223百万円

繰延税金資産小計 734百万円
評価性引当額 △213百万円
繰延税金資産合計 521百万円

固定資産圧縮積立金 △70百万円
退職給付信託設定益 △78百万円
その他有価証券評価差額金 △2,312百万円

繰延税金負債合計 △2,461百万円
繰延税金資産（負債）の純額 △1,939百万円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳
繰延税金資産

繰延税金負債
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個別注記表

種 類 会社等
の名称 所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目
期末残高
(百万円)

子会社

ユアサ
フナシ
ョク・
リカー
㈱

52 酒類等卸売業
所有
直接
100％

債務保証
役員の兼任

債務保証(注1) 774

－ －千葉県
市川市

保証料の受入
(注1) 0
商品売買取引に
対する債務保証
に係る土地・建
物・有価証券の
担保提供(注2)

557

子会社
㈱ニュ
ー・ノ
ザワ・
フーズ

東京都
東村山
市

50 米穀類卸売業
所有
直接
100％

債務保証
役員の兼任

債務保証(注3) 650 － －
保証料の受入
(注3) 0 － －

⑴　１株当たりの純資産額 8,539円04銭
⑵　１株当たりの当期純利益 391円13銭

８．関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）ユアサフナショク・リカー㈱の銀行借入及び商品売買取引に対する債務保証であり、主に年利0.2％の

保証料を受領しております。
（注2）ユアサフナショク・リカー㈱の商品売買取引に対して、当社の土地・建物・投資有価証券の担保提供

を行っており、取引金額は、この保証を受けている債務の残高を記載しております。
（注3）㈱ニュー・ノザワ・フーズの銀行借入に対する債務保証であり、主に年利0.2％の保証料を受領してお

ります。

９．収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）
　　連結注記表と同一であります。

１０．１株当たり情報に関する注記
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